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平成１８年度原子力関係経費の見積りについて 

（国土交通省） 

 
平成１７年９月２０日 

 
１．基本方針  

原子力の研究、開発及び利用の拡大に伴い、放射性物質の輸送は必

要不可欠となっている。このような状況下、国土交通省では国際基準

への適合性を確保しつつ、原子炉等規制法、放射線障害防止法、船舶

安全法及び航空法に基づき、放射性物質の輸送に係る安全規制並びに

原子力災害対策特別措置法等に基づく原子力防災対策を行う。これら

により放射性物質輸送の安全確保および輸送の円滑化に努める。  
   
 

 
２．１８年度の主な取組及び重点化・合理化事項等  
○放射性物質輸送の安全基準策定に必要な調査・解析等  

国土交通省では、引き続き IAEA 輸送規則等に準拠した放射性物質
輸送に関する安全基準の調査・整備を行う。また核燃料輸送中の万が

一の事故に備え防災対策などの準備を行う。  
○放射性物質輸送の安全確認等  

放射性物質の運搬に関し基準が守られているかを確認し、必要に応

じて事業者に指導を行う。  
○放射性物質安全輸送講習会の開催  

放射性物質の輸送管理者等に対し放射性物質の輸送に必要な知識及

び放射性物質輸送規則について講習を行う。  
○船舶技術開発  

国内外の海上輸送分野における原子力に関する技術の動向の把握を行うととも

に、更なる安全確保・利用の高度化に必要な技術の調査を行う。 

様式１ 



平成１８年度行政経費要求（国土交通省）
（千円）

総合政策局 海事局 自動車交通局 航空局

１．調査解析等（小計：18,329） １．調査解析等 （小計：4,422） １．調査解析（小計：2,748）
①核物質防護対策に関すること

(2,043) ①放射性物質等の自動車輸送に係る ①放射性物質等航空輸送基準検
②海上輸送に係る原子力災害対策 国際基準に係る調査 討会 （286）
に関すること （8,295） （4,422） ②放射性物質等の国際基準取り
③放射性物質の海上輸送時のセキ 入れに関する調査
ュリティー強化方策の確立 (2,462)

（7,991）

２．輸送の安全確認等 ２．輸送の安全確認等 ２．輸送の安全確認等
（小計：12,291） （小計：3,372） （小計：196）

①放射性物質の運送安全対策 ①放射性物質の運送安全対策 ①放射性物質の運送安全対策
ＭＯＸ燃料の運送安全対策 （3,372） （196）
新燃料運送の安全対策

（10,043）
②新造使用済燃料専用船の安全対
策 （2,248）

３．講習会の開催による放射性安
全輸送の指導等

（小計： 1,597）

４．船舶技術開発
（小計：4,684）

①海上輸送分野における原子力関
連技術に関する調査 （4,684）



平成18年度原子力関係行政経費概算要求一覧表（国土交通省）
（千円）

H17年度 H18年度 局 別 内 訳（要求額）
事 項 予算額 要求額

総合政策局 海事局 自動車交通局 航空局

１．放射性物質輸送の安全基準策定に必
要な調査・解析等 25,364 25,499 18,329 4,422 2,748

２．放射性物質輸送の安全確認等
14,282 15,859 12,291 3,372 196

３．講習会の開催等による放射性安全輸
送の指導等 1,931 1,597 1,597

４．船舶技術開発
5,253 4,684 4,684

合 計 46,830 47,639 1,597 35,020 7,794 2,944
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整理番号 国土交通省－０１ 
 

原子力関係経費の見積もりヒアリング 施策概要 

 
１．所管省：国土交通省 

２．施策名：放射性物質輸送の安全基準策定に必要な調査解析等 

３．要求額：                            （百万円） 

 １８年度要求額 １７年度予算額 

一般会計 25.5 25.4 

電源特会（立地勘定） － － 

電源特会（利用勘定） － － 

合計 25.5 25.4 

 

４．長期計画との対応： 

【主たる該当分類】１－１（１）安全確保の取り組み 

【従たる該当分類】 

 

５．「平成１８年度の原子力関係施策の基本的考え方」との対応： 

【主たる該当分類】１原子力安全確保の高度化 

【従たる該当分類】 

 

６．施策内容 

（１）概要（必要性・緊急性） 

国際原子力機関（ＩＡＥＡ）の策定するＩＡＥＡ輸送規則は２年ごとに見直し、各国

に取り入れを勧告され、我が国の関係法令等への適切な取入れが必要となっている。高

度な技術・専門的要素の多い当該規則の動向調査及び国内規則との相違点に係る整理・

検討を行うために必要である。 

また、放射性物質の海上輸送に関し、①核物質防護、②原子力災害発生時に必要な防

災資機材および緊急時通信ネットワークの整備、環境影響評価システムについての維持

管理、③放射性物質の海上輸送時におけるセキュリティー対策の強化のために必要な措

置を講ずるものである。 
 

（２）期待される成果・これまでの成果 

○調査等結果は、国内規則改正等の際の資料として活用。 

○海上における放射性物質のより一層の安全確保、原子力災害発生時の対応態勢の維

持並びに海上輸送時のセキュリティーの向上によるテロ行為の未然防止 

 

 

様式２ 
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７．事前評価・中間評価の有無及びその評価の内容： 

なし。 

８．平成１８年度予算要求内容： 

○放射性物質等の国際基準取り入れに関すること 
○核物質防護対策に関すること 
○海上輸送に係る原子力災害対策に関すること 
○放射性物質の海上輸送時のセキュリティー強化方策の確立 

 

９．その他（懸案事項、他省との連携状況など）： 
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整理番号 国土交通省－０２ 
 

原子力関係経費の見積もりヒアリング 施策概要 

 
１．所管省：国土交通省 

２．施策名：放射性物質輸送の安全確認等 

３．要求額：                            （百万円） 

 １８年度要求額 １７年度予算額 

一般会計 15.9 14.3 

電源特会（立地勘定） － － 

電源特会（利用勘定） － － 

合計 15.9 14.3 

 

４．長期計画との対応： 

【主たる該当分類】１－１（１）安全確保の取り組み 

【従たる該当分類】 

 

５．「平成１８年度の原子力関係施策の基本的考え方」との対応： 

【主たる該当分類】１原子力安全確保の高度化 

【従たる該当分類】 

 

６．施策内容 

（１）概要（必要性・緊急性） 

   国際原子力機関（ＩＡＥＡ）等が定める国際基準に準拠し、輸送物の車両、船舶

及び航空への積載方法並びに運搬方法について基準を定め、一定要件を超える輸送

物の場合には、基準の適合性について確認及び事業者指導を行うために必要である。 

また、放射性物質の海上輸送に関し、MOX（ウラン・プルトニウム混合酸化物）
燃料を含む放射性輸送物の運送に関する基準適合性審査及び検査並びに新造使用

済燃料専用船の安全対策を行うため必要な措置を講ずるものである。 
 

（２）期待される成果・これまでの成果 

これまで、本施策を実施することによりＩＡＥＡ放射性物質安全輸送規則等の改

正に迅速かつ適切に対応、実践し、放射性物質の陸上、海上及び航空輸送の安全性

の確保を図ってきたところである。今後においても、継続的にこれら施策を適切に

実施していくことにより、一層の放射性物質輸送に関する安全が確保されるものと

期待される。 

 

７．事前評価・中間評価の有無及びその評価の内容： 

様式２ 
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  なし 

 

８．平成１８年度予算要求内容： 

  ○放射性物質運送安全対策（運搬安全確認等）                            

○ＭＯＸ燃料の運送安全対策に関する経費 

○新燃料運送の安全対策に関する経費 

○新造使用済燃料専用船の安全対策に関すること 

 

９．その他（懸案事項、他省との連携状況など）： 
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整理番号 国土交通省－０３ 
原子力関係経費の見積もりヒアリング 施策概要 

 
１．所管省：国土交通省 

２．施策名：講習会の開催による放射性物質安全輸送の指導 

３．要求額：                            （百万円） 

 １８年度要求額 １７年度予算額 

一般会計 1.6 2.0 

電源特会（立地勘定） － － 

電源特会（利用勘定） － － 

合計 1.6 2.0 

 

４．長期計画との対応： 

【主たる該当分類】１－１（１）安全確保の取り組み 

【従たる該当分類】 

 

５．「平成１８年度の原子力関係施策の基本的考え方」との対応： 

【主たる該当分類】１原子力安全確保の高度化 

【従たる該当分類】 

 

６．施策内容 

（１）概要（必要性・緊急性） 

放射性物質輸送の管理者等に対し放射性物質の輸送規則及び安全輸送に必要な

知識を講習することにより現在の社会では必要不可欠となっている放射性物質輸

送の安全性の向上をはかる。 

（２）期待される成果・これまでの成果 

輸送規則および安全輸送に必要な知識を講習することにより放射性物質の輸送の

安全性が向上すると期待される。 

７．事前評価・中間評価の有無及びその評価の内容： 

なし。 

８．平成１８年度予算要求内容： 

横浜および地方２ヶ所（札幌・大阪）の全国３ヶ所において講習会を開催するため

の経費 

９．その他（懸案事項、他省との連携状況など）： 

文部科学省および経済産業省に協力を頂いている。 

様式２ 
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整理番号 国土交通省－０４ 
 

原子力関係経費の見積もりヒアリング 施策概要 

 
１．所管省：国土交通省  

２．施策名：船舶技術開発 

３．要求額：                            （百万円） 

 １８年度要求額 １７年度予算額 

一般会計 4.7 5.3 

電源特会（立地勘定） － － 

電源特会（利用勘定） － － 

合計 4.7 5.3 

 

４．長期計画との対応： 

【主たる該当分類】１－１(1) 安全確保の取組   

【従たる該当分類】３（３）  革新的原子炉 

 

５．「平成１８年度の原子力関係施策の基本的考え方」との対応： 

【主たる該当分類】１原子力安全確保の高度化 

【従たる該当分類】３高速増殖炉サイクル等、原子力エネルギー利用技術の多様な 

展開 

６．施策内容 

（１）概要（必要性・緊急性） 

国内外における原子力の研究、開発、利用の促進並びに安全向上に資

するため、海上輸送分野の原子力関連技術の動向を把握するとともに、

原子力の利用形態の多様化へ対応するために必要な技術に関する調査

研究を実施する。 

    あわせて、これら調査研究に附随して、原子力業務の適切かつ確実
な遂行を図るため、国内外の原子力を取り巻く状況を適切に把握させ、

原子力技術の知見を蓄積させるための職員の研修を実施する 

（２）期待される成果・これまでの成果 

○調査研究を通じ、多様化する原子力の利用形態に応じた海上輸送分野の原子力の

更なる安全確保等に活用することができる。 

○研修を通じ、ヒューマンエラーの防止等の原子力業務の適切かつ確実な遂行を確

保することができる。 

 

７．事前評価・中間評価の有無及びその評価の内容： 

   なし。 

様式２ 
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８．平成１８年度予算要求内容： 

 船舶技術開発 〔調査研究、研修等〕 

○海上輸送分野における原子力関係技術の調査研究       

 

９．その他（懸案事項、他省との連携状況など）： 

  （独）海上技術安全研究所において、主に文部科学省の予算（移し替え）に基づき、

原子力関係の研究・調査を引き続き実施することとする。（原子力試験研究費によ

る研究） 
 




